
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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稲美町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●財政力指数：　16年度と比較すると、単年度では基準財政収入額は横ばいで、臨時財政対策債への振替額の減少による基準財政需
要額の増加により、指数が減少している。単年度指数では14年度より17年度の方が高いため、16年度の３年平均指数より17年度が増加
しているが、類似団体内平均値を0.03ポイント下回った。給与改定・退職者補充の抑制等による人件費削減、投資的経費の抑制などを実
施しながら、18年度から２カ年で固定資産税の課税漏れを重点的に調査するなど課税客体の把握に努め、歳入の確保を図る。
●経常収支比率：　公債費の増加による下水道、医療費の増加による老人保健、保健給付費の増加による介護保険の各特別会計への
繰出金の増加と、税収・交付税・臨時財政対策債の減少により依然としてポイントが高くなっている。16年度と比較すると、国民健康保険
への繰出金の減少、人件費の削減によりポイントが改善しているが、今後はさらに下水道使用料の見直しによる繰出金の抑制や経常的
経費の削減に努める。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額：　類似団体平均と比較して額が低いのは、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務組合や事務
委託で行っていることと、職員数の抑制による人件費の節減が寄与していると考えられる。一部事務組合の人件費・物件費等に充てる負
担金や、下水道事業などの特別会計の人件費・物件費等に充てる繰出金の費用を合計したとすると、人口１人当たりの金額は大幅に増
加することになるので、今後はこれらの経費についても、抑制していく必要がある。
●人口１人当たり地方債現在高：　近年大規模事業を抑制していたが、17年度及び18年度に健康づくり施設整備事業を実施しており、新
規の地方債発行（約３億１千万円）が見込まれる。また、世代間負担を平準化するために、18年度以降数年間、土地区画整理事業負担金
の地方債を発行する予定である。このことから、他事業における地方債の発行の抑制を図り、類似団体平均数値の額を上回る

ことのないよう努めたい。
●実質公債費比率：　土地改良事業の債務負担行為と、下水道事業の繰出金に含まれる準元利償還金が実質公債費比率を
引き上げている。前者は、17年度、18年度、20年度に償還金額の大きなものが終了するので年々下がってくるが、後者は、21
年度に償還金額のピークを迎えるため資本費平準化債を発行し繰出金の負担を軽減することにより、比率を下げていきたい。
●ラスパイレス指数：　17年度から人事院勧告、昇給停止年齢の引き下げ等により、16年の指数と比較すると若干ではあるが
低下傾向のあるものの、類似団体の平均と比べると2.8％上回っており、全国町村平均と比べても高い水準となっている。しか
しながら18年度から実施された国の給与構造の見直しにより、職務、職責に応じた給与構造改革への転換を図っているところ
であり、職員の士気を高めることができる給与構造を構築し、給与水準の適正化に努めたい。また、管理職手当の見直しや時
間外手当の削減など社会情勢に適応するよう見直しを実施し給与の適正化に努めていきたい。
●人口1,000人当たり職員数：　集中改革プランの中で、職員の削減を掲げており、定員適正化計画に基づき最小の人数で効
果的、効率的な行政運営ができるよう職員数計画をたて、厳しい財政状況を鑑み事業の民間委託、住民との協働を進めていく
ことにより人員の削減を図っている。その結果、職員数においては類似団体の最小となっているが、今後ますます厳しくなる財
政状況を考慮して人員削減をすすめていく。


